
● 総務文教厚生委員会

　　スキー教室の費用負担や安全面への不安が
高まる中、雪国ならではの体験を守りつつ格差を
生まない仕組みづくりが必要である。無料リフ
ト券の活用、企業協賛、ウェアのリユース、専
門指導員導入などにより、子ども達の学びとシ
ビックプライドを支える支援強化を提案する。
　　市では、ふるさとへの誇りと愛着心の育成
を教育の重点事項の一つと位置づけている。市
内小中学校におけるスキー教室は勝山の大自然
を生かした体験活動であり、地域の魅力を体感
する貴重な機会であるとともに、他の地域の子
ども達にはできない経験であることから、勝山
の子ども達の自慢の一つとなり、シビックプラ
イドの醸成に貢献するものと考えている。
　現在、スキー教室に係るリフト券やレンタル
料金については、学校向け特別価格として減額
の配慮をいただいているが、保護者負担が生じ
ていることも認識している。市として関係機関
と協議し、スキー教室のリフト券助成等を実施
するなど、実質的に保護者負担が大きく軽減で
きるよう検討していく。
　　勝山市の広報は若者・働く世代に届いてお
らず、必要な情報が市民の視界に入っていない
現状がある。そこで人通りの多い場所にLEDビ
ジョンを設置し、補助金・子育て・防災・クマ
出没・観光などをリアルタイムで発信する新た
な広報戦略を検討すべきと考える。市の見解を
伺う。
　　若い世代や子育て世帯向けには、SNSの利
用が効果的と考えており、引き続きデジタル媒
体での情報発信の強化に努めていくが、LEDビ
ジョンは視認性やインパクトが大きいことから
情報発信の有効な手段の一つと考える。設置場
所の選定や既存の看板との置き換えも含め、検
討してまいりたい。

常任委員会･特別委員会報告

 ◆ 火災予防条例の一部改正について
　令和7年2月に岩手県大船渡市で発生した林野
火災を受け改正するものであり、林野火災注意
報や林野火災警報の発令等について説明があり
ました。委員からは、たき火の取り扱いに関す
る質問があり、理事者からは届け出に応じて総
合的に判断していくとの説明がありました。

行政視察報告
　令和7年11月10日から12日にかけて、佐賀県
佐賀市、大分県中津市にて行政視察を行いまし
た。内容は以下のとおりです。
・佐賀市「学校跡地活用について」
・中津市「中津市流DXの取り組みについて」
　佐賀市では、かつて地域コミュニティの中心
的役割を担っていた旧富士小学校を活用した
「佐賀古湯キャンプ」を視察しました。構想・
設計・運営を一括して発注し、指定管理料を要
しない運営を実現するとともに、地域住民の交
流拠点としても機能しています。地域の意見と
事業者の視点を両立させた跡地活用の進め方
は、今後の公共施設の在り方を考える上で参考
となる取り組みでした。
　中津市では、外部人材の登用や職員主体の取
り組みを軸とした「中津市流DX」を調査しまし
た。段階的な職員研修やノーコードツールの活
用により、業務効率化と市民サービス向上を同
時に進めており、限られた人員の中で行政運営
を行う本市にとって参考となる内容でした。

　審査の結果、議案9件について全て可決し、陳情
1件を採択としました。

一般質問  議:議員／理:理事者

　　日本が攻撃を受けていないのに、政府が
「存立危機事態」と判断すれば海外で自衛隊の
武力行使を可能にしたことに問題の根源がある。
2014年、憲法学者、元内閣法制局長官、元最
高裁長官や元判事などが「違憲性を指摘」し、
世論調査で反対が多数なのに、安倍政権が「集
団的自衛権を認めた閣議決定」と「安保法制」
を強行した。この指摘を認めるか問う。
　首相発言の撤回だけでなく、閣議決定の撤回
と安保法制を廃止することが、問題の大元を断
ち切る対策だと考えないか問う。
　　2014年の閣議決定及び2015年の安全保
障関連法制については、外交・安全保障政策は
国会及び政府が担う国の専管事項であることか
ら、個別の国政上の判断に賛否を述べたり、発
言の撤回を求めたりする立場にはない。
　国の安全保障政策の方向性や法律の合憲性判
断、法令の改廃は、憲法に基づき国会及び政府
が担うべきものであり、地方自治体が撤回・廃
止を求める立場にはない。ただ我が国は過去に
悲惨な戦争を経験しており、このような悲劇を
二度と繰り返さないためにも、国民の安全と平
和を維持し、平和国家として世界に貢献するこ
とが重要と考えている。今後も国の動向を注視
していく。
　　7年前の当初計画で売却完了まで何年かか
る予定だったのか。売れ残っている土地の面積
と割合と売却予定額の説明を求める。
　水上市長の今期任期中に完売すると約束すべ
きではないか。
　　当初計画では早期売却を予定している。令和
7年12月現在、売却予定地の総面積は約1万
500平方メートルで全体の約7割、売却予定地の
総額価格は約1億3,600万円である。売却予定
地は、現在複数の事業者と交渉を進めており、
引き続き売却に努めていく。

一般質問  議:議員／理:理事者

　　学校給食費の無償化について自民党、公明
党、日本維新の会で令和7年2月に合意した。
まずは小学校を念頭に置いて地方の実情等を踏
まえて令和8年度に実現し、その上で中学校へ
の拡大についても、できる限り速やかに実現す
るとされた。
　こうした国の動向を踏まえ来年度からの学校
給食費の無償化について見解を伺う。
　　令和8年度予算の編成にあたり、4月から
小中学校共に保護者負担を求めない給食費の完
全無償化の実現に向けて取り組んでいく。
　現時点で国からは、小学校の給食費について
1人当たり月額4,700円程度を、4月から全国一律
で支援する方針が示されているが、現在市の小
中学校給食における食材費は7,000円を超えて
おり、国が検討する給食費支援が実現しても、
小学校給食費の完全無償化にはほど遠い状況。
　今後は市の財政負担の軽減に向け、国に対する
完全無償化や県に対する支援を求めていきたい。
　　政府は11月21日に物価高対策を盛り込ん
だ総合経済対策を決定した。
　今回1月から3月の電気・ガス代の負担軽減
や、子ども一人あたり2万円を児童手当に上乗
せして現金給付と同等の子育て支援が盛り込ま
れたことは評価したいと考えるが、物価高で
困っている子どものいない中間層や、低所得
者、高齢者に恩恵が届くように、また、医療、
介護、障害福祉サービス施設、保育施設、学校
施設等に対する物価高対策の支援もお願いした
い。市の所見を伺う。
　　市では重点支援地方交付金の経済対策とし
て、19歳以上64歳以下には電子クーポンによ
る商品券の配布、65歳以上には給付金の支給
を考えている。
　その他家庭用LED照明器具買換の支援、児童福
祉施設及び社会福祉施設への電気料・食材費高騰
に対する支援などのメニューを準備している。

一般質問  議:議員／理:理事者

● 高市首相の、台湾有事は「存立危機事態になりうる」とした
　 発言は、憲法違反の「集団的自衛権を認めた閣議決定」と「安保
　 法制」が問題の根源にあり、地方自治の立場から「閣議決定の
　 撤回」と「安保法制の廃止」を求めることについて
● 道の駅に隣接する勝山市土地開発公社の
　 土地の売却について
その他の質問
・クマ対策について
・勝山市の凄まじい少子化による、認定こども
　園や小学校の統廃合の対応について

● 子育て支援と子ども達の未来に
　 ついて
● 勝山市の広報について

● 学校給食費の無償化について
● 物価高対策「重点支援地方交付金」について
その他の質問
・ケアマネジャー（介護支援専門員）の
　処遇改善について
・不登校児童・生徒の定期健診の体制
　づくりについて
・教員の長時間労働の改善について
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